タイキ ジドウ モンダイ ニ ヨル ザイセイ シシュツ アツリョク ノ ブンセキ セイレイ シテイ トシ チョウサ ブンセキ by 和泉 徹彦














Analysis of Financial Expenditure Pressure by Children on Waiting Problem: 
Ordinance-designated Cities Survey 
 















算した。100 人定員の保育所を新たに建設する場合、当初 2 年間に 1 億 9 千万円の補助金が

















厚生労働省 2014（平成 26）年 4 月 1 日現在として取りまとめた状況としては、保育所定員
は 234 万人（4.7 万人増）、利用者は 227 万人（4.7 万人増）、待機児童は 2 万 1,371 人で 4
年連続の減少であると報告している。 
















































































父親が育児休業を取得しやすいように、育児休業給付金を 6 ヶ月間 67％に引き上げたのは
経済合理性にも訴える。産後休業 2 ヶ月の後に、母親が育児休業を 6 ヶ月取得した後に父親




3 2015（平成 27）年度から始まる子ども・子育て支援新制度 
 








る施設なのか広く知られていないのが現状である。20 人未満の少人数の単位で 3 歳未満の子
どもを預かる「地域型保育」は、都市部での待機児童問題を解決する切り札と期待されてい




地域子育て支援拠点の拡充も目玉の一つである。就学直前の 5 歳児では 9 割以上が保育所


















































策で対応している児童数、待機児童数の結果は図表 1 の通りである。 
 





















厚生労働省に報告している“公称”の待機児童数をグラフで示すと、図表 2 となる。 
 













市、北九州市、福岡市の 7 自治体である。前年度、待機児童ゼロを宣言した横浜市は 20 人と















































る。図表 2 で示した待機児童の比較では第 6 位であった大阪市が第 1 位に、待機児童ではワ
ースト 1 位になっていた仙台市は第 15 位になっている。待機児童ゼロを宣言したはずの京都
市、名古屋市、福岡市、岡山市が 602～810 人の「隠れ待機児童」を除外している実態が明ら
かになった。 
    待機児童問題による財政支出圧力の分析 ～政令指定都市調査分析～ 和泉 徹彦 31 


















市、浜松市、熊本市は除外している。新潟市が 24 人に留まっている他、200 人以上の「隠れ
待機児童総数」になっていることが分かる。特に大阪市では待機児童 224 人に「隠れ待機児
童」を加えると総数 2,696 人でワースト 1 位になっている。公的保育サービスを利用したく
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一般的に 0～2 歳のうち保育所を利用しているのは 2 割程度だと言われている。それ以外の 8
割は家庭で養育されていることになる。3 歳からは幼稚園の利用者が増えてきて、就学直前
の 5 歳では 9 割以上の児童が保育所または幼稚園を利用している。就学前児童全体で全国平
均すると、保育所入所率は 35.9％5)である。 
 












    待機児童問題による財政支出圧力の分析 ～政令指定都市調査分析～ 和泉 徹彦 33 
図表 6 は、保育所入所率の高い順に並べ替えて、グラフで示したものである。新潟市が


































































する認定を受けなければならない。そこには 3 つの認定区分が存在する。 
 
    待機児童問題による財政支出圧力の分析 ～政令指定都市調査分析～ 和泉 徹彦 35 
 1 号認定 教育標準時間認定 
 子どもが満 3 歳以上で、幼稚園や認定こども園等での教育を希望する場合 
 2 号認定 満 3 歳以上・保育認定 
 子どもが満 3 歳以上で、保護者の労働や疾病等の事由により、保育を必要とする
場合 
[主な利用先] 保育所、認定こども園 
 3 号認定 満 3 歳未満・保育認定 


















川崎市の 2014（平成 26）年度一般会計予算における保育事業費は前年度比 32 億円増の 365
億円となっている。2011（平成 23）年度一般会計予算に基づく、保育所入所児童ひとり当た






















 100 人定員規模の保育所を新設するための建設費は 2 億円と仮定する 
 0～5 歳までの全年齢の児童ひとり当たりにかかる運営費は平均月額 12 万 7,501 円である 
 0～5 歳までの全年齢の児童ひとり当たりの保育料は平均月額 2 万 5,428 円である 
 保育所の敷地は市有地を 20 年間の定期借地として無償貸与する 
 建設費の補助金は 6 千万円、残額は 20 年間の借入金返済原資として分割して補助する 
 結果的に 40 人の待機児童改善に寄与する 
＜試算結果：川崎市モデルケース＞ 
 建設費初年度補助：6 千万円 
 20 年間年利 2％で借り入れた 1 億 4 千万円の毎年返済補助額：856 万円 7)  
 年間運営費の計算式：（ひとり当たり運営費－保育料）×12 ヶ月×定員 100 人 
 年間運営費の計算結果：1 億 2,249 万円 
この試算結果から言えることは、100 人定員の保育所を新設した場合、初年度に建設して
次年度から児童を受け入れて 40 人分の待機児童解消に寄与する費用として当初 2 年間に 1
億 9,105 万円の整備費が必要となる。待機児童だけに着目すると、待機児童解消ひとり当た
り 478 万円の整備が必要な見当となる。 
川崎市長が待機児童ゼロを宣言して、2014（平成 26）年度一般会計予算における保育事業
費を 77 億円増額した。これが全て待機児童解消に向けての保育所整備に向かうとするならば、
保育所定員換算では 4,000 人増、3 歳未満児 1,611 人分の待機児童解消効果を見込むことがで
きる。近年、毎年 1,500 人定員増を続けていた保育所整備の 2.7 倍の規模である。予定通りの
保育所整備ができれば、“公称”の待機児童をゼロにすることの可能性が見えてくる。 
 川崎市モデルケースの数値がそのままあてはめられるかは、政令指定都市各市によって事












札幌市 待機児童 323 .... 保育所整備数 9 ... 当初 2 年 171945 万 ...... 3 年目以降 117945 万 
仙台市 待機児童 570 .... 保育所整備数 15 . 当初 2 年 286575 万 ...... 3 年目以降 196575 万 
さいたま市 待機児童 128 .... 保育所整備数 4 ... 当初 2 年 76420 万 ....... 3 年目以降 52420 万 
千葉市 待機児童 0 
川崎市 待機児童 62 ...... 保育所整備数 2 ... 当初 2 年 38210 万 ....... 3 年目以降 26210 万 
横浜市 待機児童 20 ...... 保育所整備数 1 ... 当初 2 年 19105 万 ....... 3 年目以降 13105 万 
相模原市 待機児童 93 ...... 保育所整備数 3 ... 当初 2 年 57315 万 ....... 3 年目以降 39315 万 
新潟市 待機児童 0 
静岡市 待機児童 153 .... 保育所整備数 4 ... 当初 2 年 76420 万 ....... 3 年目以降 52420 万 
浜松市 待機児童 315 .... 保育所整備数 8 ... 当初 2 年 152840 万 ...... 3 年目以降 104840 万 
名古屋市 待機児童 0 
京都市 待機児童 0 
大阪市 待機児童 224 .... 保育所整備数 6 ... 当初 2 年 114630 万 ...... 3 年目以降 78630 万 
堺市 待機児童 23 ...... 保育所整備数 1 ... 当初 2 年 19105 万 ....... 3 年目以降 13105 万 
神戸市 待機児童 123 .... 保育所整備数 4 ... 当初 2 年 76420 万 ....... 3 年目以降 52420 万 
岡山市 待機児童 0 
広島市 待機児童 447 .... 保育所整備数 12 . 当初 2 年 229260 万 ...... 3 年目以降 157260 万 
北九州市 待機児童 0 
福岡市 待機児童 0 
熊本市 待機児童 319 .... 保育所整備数 8 ... 当初 2 年 152840 万 ...... 3 年目以降 104840 万 
 
待機児童が政令指定都市では最も多かった仙台市では、待機児童 570 人を解消するために
は当初 2 年間に 28 億 6,575 万円を投入して 15 カ所の保育所整備を行わなければならない。
そして 3 年目以降の運営費として毎年 19 億 6,575 万円が追加的に必要となる。なお、この試








札幌市 総数 798 ............ 保育所整備数 20 . 当初 2 年 382100 万 ...... 3 年目以降 262100 万 
仙台市 総数 813 ............ 保育所整備数 21 . 当初 2 年 401205 万 ...... 3 年目以降 275205 万 
千葉市 総数 215 ............ 保育所整備数 6 ... 当初 2 年 114630 万 ...... 3 年目以降 78630 万 
川崎市 総数 1070 .......... 保育所整備数 27 . 当初 2 年 515835 万 ...... 3 年目以降 353835 万 
横浜市 総数 1244 .......... 保育所整備数 32 . 当初 2 年 611360 万 ...... 3 年目以降 419360 万 
相模原市 総数 552 ............ 保育所整備数 14 . 当初 2 年 267470 万 ...... 3 年目以降 183470 万 
新潟市 総数 24 .............. 保育所整備数 1 ... 当初 2 年 19105 万 ....... 3 年目以降 13105 万 
静岡市 総数 456 ............ 保育所整備数 12 . 当初 2 年 229260 万 ...... 3 年目以降 157260 万 
名古屋市 総数 733 ............ 保育所整備数 19 . 当初 2 年 362995 万 ...... 3 年目以降 248995 万 
京都市 総数 810 ............ 保育所整備数 21 . 当初 2 年 401205 万 ...... 3 年目以降 275205 万 
大阪市 総数 2696 .......... 保育所整備数 68 . 当初 2 年 1299140 万 .... 3 年目以降 891140 万 
堺市 総数 548 ............ 保育所整備数 14 . 当初 2 年 267470 万 ...... 3 年目以降 183470 万 
神戸市 総数 614 ............ 保育所整備数 16 . 当初 2 年 305680 万 ...... 3 年目以降 209680 万 
岡山市 総数 602 ............ 保育所整備数 16 . 当初 2 年 305680 万 ...... 3 年目以降 209680 万 
広島市 総数 920 ............ 保育所整備数 24 . 当初 2 年 458520 万 ...... 3 年目以降 314520 万 
北九州市 総数 479 ............ 保育所整備数 12 . 当初 2 年 229260 万 ...... 3 年目以降 157260 万 
福岡市 総数 660 ............ 保育所整備数 17 . 当初 2 年 324785 万 ...... 3 年目以降 222785 万 
※回答に異常値があるため、さいたま市、浜松市、熊本市は除外 
 
「隠れ待機児童総数」ではワースト 1 位だった大阪市を見ると、2,696 人を受け入れるため
には当初 2 年間に 129 億 9,140 万円を投入して 68 カ所の保育所整備が必要になり、3 年目以
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